
公立大学法人大阪市立大学における個人情報の取扱い及び管理に関する規程 

 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この規程は、大阪市個人情報保護条例（平成7年大阪市条例第11号。以下「条

例」という。）及び公立大学法人大阪市立大学個人情報取扱指針に定めるもののほか、

公立大学法人大阪市立大学（以下「法人」という。）における個人情報の取扱いにつ

いて必要な事項を定めることにより、事業の適正かつ円滑な運営に資することを目

的とする。 

（用語の定義） 

第２条 この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。 

(1) 部局等 別表１に掲げるものをいう。 

(2) 部局長等 部局等の長（事務組織にあっては、内部監査室長、大学改革室次長

及び当該運営本部事務部長。以下同じ。）をいう。 

(3) 教職員等 法人の役員及び教職員、特定有期雇用教職員等法人に勤務する者を

いう。 

(4) 個人情報 条例第２条第２号に規定する個人情報をいう。 

(5) 保有個人情報 教職員等が職務上作成し、又は取得した個人情報であって、法

人の教職員等が組織的に用いるものとして、法人が保有しているものをいう。た

だし、公文書（公立大学法人大阪市立大学公文書管理規則（平成19年規程第28号）

第２条第１号に規定する公文書）に記録されているものに限る。 

（医学部附属病院に関する特例） 

第３条 医学部附属病院が業務上取得又は作成した患者（死亡した者を含む。以下同

じ。）、患者関係者その他の利用者等の個人情報については、別に定める。 

第２章 管理体制 

（総括個人情報保護管理者） 

第４条 総括個人情報保護管理者（以下「総括管理者」という。）を置き、副理事長を

もって充てる。 

２ 総括管理者は、法人における個人情報の適正な管理を総括する。 

（個人情報保護管理者） 

第５条 部局等に個人情報保護管理者（以下「保護管理者」という。）を置き、部局長

等をもって充てる。 

２ 保護管理者は、当該部局等における個人情報を適正に管理しなければならない。 
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（個人情報保護責任者） 

第６条 部局等に個人情報保護責任者（以下「保護責任者」という。）を置き、別表２

に掲げるものとする。 

２ 保護責任者は、保護管理者を補佐するとともに、所属における個人情報の管理に

関する事務を行う。 

（個人情報保護監査責任者） 

第７条 法人に個人情報保護監査責任者（以下「監査責任者」という。）を置き、理事

長が指名する監事をもって充てる。 

２ 監査責任者は、法人における個人情報の管理状況を監査する。 

（個人情報保護管理委員会） 

第８条 法人における個人情報の適正な保護管理を図るため、個人情報保護管理委員

会（以下「委員会」という。）を置く。 

２ 委員会の運営に関し必要な事項は、別に定める。 

第３章 適正管理 

（事務の届出） 

第９条 保護責任者は、当該部局等において、個人情報取扱事務を開始しようとする

ときは、条例又は規則に定める個人情報取扱事務の届出（以下「開始届」という。

様式第１号）を作成し、保護管理者を通じ総括管理者に届け出なければならない。

総括管理者は、法人運営本部総務課長（以下「総務課長」という。）を通じ開始届を

大阪市の情報公開室公開制度等担当（以下「公開制度等担当」という。）に届け出な

ければならない。 

２ 保護責任者は、前項の規定による開始届に係る事項を変更しようとするときは、

個人情報取扱事務の変更・廃止届（以下「変更・廃止届」という。様式第２号）及

び届出にかかる事項を変更した新たな開始届（以下「変更後の開始届」という。）を

作成し、保護管理者を通じ総括管理者に届け出なければならない。総括管理者は、

総務課長を通じ変更・廃止届及び変更後の開始届を公開制度等担当に届け出なけれ

ばならない。 

３ 保護責任者は、前２項の規定による開始届に係る事務を廃止したときは、変更・

廃止届を作成し、保護管理者を通じ総括管理者に遅滞なく届け出なければならない。

総括管理者は、総務課長を通じ変更・廃止届を公開制度等担当に届け出なければな

らない。 

（適正な維持管理） 

第10条 教職員等は、利用目的を達成するために必要な範囲内で、保有個人情報を正

確かつ最新の状態に保つよう努めなければならない。 

２ 保護管理者は、保護責任者と協力して個人情報の漏えい、滅失及び損傷の防止そ

の他の個人情報の適切な管理のために次の各号に定めるもののほか必要な措置を講
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じなければならない。 

 (1) 教職員等は、収集した個人情報の適切な管理を行うため、執務室等の施錠等を

適切に行うとともに、保有個人情報を、施錠できる保管庫等で保管する等適正に

管理しなければならない。 

 (2) 教職員等は、条例第６条第２項に定める個人情報が記録された公文書について

は、より厳重に保管しなければならない。 

 (3) 教職員等は、個人情報を保存した電子計算機等の機器の盗難防止や紛失防止の

ために執務室の施錠及び保管等を適正に行うとともに、電子計算機による個人情

報の取扱いに係るパスワードやＩＤを適正に管理しなければならない。 

３ 情報システムを所管する部局は、情報システムにおける個人情報の適切な管理を

図るために、情報システムにおけるセキュリティシステムの整備やアクセス制限

等の管理運用上の取扱い並びに電子機器やデータ保存媒体の管理・取扱い等につ

いて、必要な措置を講ずるものとする。 

４ 教職員等は、保有する必要がなくなった個人情報を、確実に、かつ速やかに廃棄

し、又は消去しなければならない。ただし、歴史的文化的価値を有すると認めら

れるものについては、この限りでない。 

５ 前項ただし書きに該当する場合には、教職員等は、保護管理者の承認を得なけれ

ばならない。 

６ 個人情報が情報システムや個々の電子計算機に保存されている場合、当該保有個

人情報の漏えい、滅失又はき損の防止その他の管理に係る事項は、第３項に定め

るもののほか、公立大学法人大阪市立大学情報セキュリティポリシーの定めると

ころによる。 

第４章 提供先に対する措置要求 

（提供先に対する措置要求） 

第11条 条例第10条第1項の規定により法人以外の者に保有個人情報を提供する場合

において、保護管理者は、必要があると認めるときは、保有個人情報の提供を受け

る者に対し、当該個人情報の利用の目的若しくは方法の制限その他の必要な制限を

付し、又はその漏えいの防止その他の個人情報の適切な管理のために必要な措置を

講ずるよう求めなければならない。 

第５章 委託等に伴う措置等 

（委託等に伴う措置等） 

第12条 個人情報取扱事務を外部に委託する場合は、個人情報の適切な管理を有しな

い者を選定することがないよう、必要な措置を講ずるものとする。 

２ 個人情報取扱事務を派遣労働者によって行わせる場合は、労働派遣契約書に秘密

保持義務等個人情報の取扱いに関する事項が明記されるよう必要な措置を講ずるも

のとする。 
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第６章 保有個人情報の開示等 

（開示、訂正及び利用停止手続き等） 

第13条 条例が定める保有個人情報の開示、訂正及び利用停止（以下「開示等」とい

う。）に係る手続き並びに開示等に係る費用その他条例の施行については規則及び大

阪市の例による。 

２ 開示等の手続きに係る事務は、当該保有個人情報を管理する保護責任者及び法人

運営本部総務課が行うものとする。 

（大阪市個人情報保護審議会への諮問等） 

第14条 保護管理者は、条例が定める大阪市個人情報保護審議会への諮問又は報告（以

下「諮問等」という。）を行おうとするときは、あらかじめ委員会の意見を聴取しな

ければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する場合については、この

限りではない。 

(1) 大阪市個人情報保護条例第43条に規定される、保有個人情報の開示請求にかか

る開示決定等、訂正決定等又は利用停止決定等について行政不服審査法による不服

申立てが行われたとき 

（2） 急を要するときその他総括管理者が事務又は事業の遂行に支障が生ずると認め 

るとき 

３ 諮問等の手続きに係る事務は、当該保有個人情報を管理する保護責任者及び法人 

運営本部総務課が行うものとする。 

第７章 安全確保上の対応等 

（事案の報告及び再発防止措置） 

第15条 保有個人情報の漏えい、滅失又はき損その他の保有個人情報の安全確保の上

で問題となる事案が発生した場合に、その事実を知った教職員等は、速やかに保護

責任者を通じ保護管理者に報告しなければならない。 

２ 前項の報告を受けた保護管理者は、被害の拡大防止又は復旧等のために必要な措

置を講ずるとともに、事案の発生した経緯、被害状況等を調査し、次の事項を総括

管理者へ報告する。ただし、特に重大と認める事案が発生した場合には、直ちに総

括管理者に当該事案の内容等について報告するものとする。 

 (1) 発生経過 

 (2) 原因 

 (3) 漏えい文書等の内容 

 (4) 事故後の対応 

 (5) 再発防止策 

３ 総括管理者は、前項の規定に基づく報告を受けた場合には、事案の内容等に応じ

て、当該事案の内容、経緯、被害状況等を理事長に速やかに報告するものとする。 
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４ 保護管理者は、事案の発生した原因を分析し、再発防止のために必要な措置を講

ずるものとする。 

（教職員等の義務） 

第16条 教職員等又は教職員等であった者は、職務上知り得た個人情報をみだりに他

人に知らせ、又は不当な目的に使用してはならない。 

（研修の実施） 

第17条 総括管理者は、必要に応じ、教職員等に対し、個人情報保護に関する研修を

実施するものとする。 

（監査） 

第18条 監査責任者は、保有個人情報の管理の状況について、定期に又は随時に監査

を行い、その結果を総括管理者に報告する。 

（点検） 

第19条 保護管理者は保護責任者と共に、当該部局における保有個人情報の記録媒体、

処理経路、保管方法等について、定期に又は随時に点検を行い、必要があると認め

るときは、その結果を総括管理者に報告する。 

（評価及び見直し） 

第20条 前２条の規定による報告を受けた総括管理者は、監査又は点検の結果等を踏

まえ、保有個人情報の適切な管理のための措置について、実効性等の観点から評価

し、必要があると認めるときは、その見直し等の措置を講ずる。 

第８章 雑則 

（事務） 

第21条 この規程の運用に係る事務は、法人運営本部企画総務課において処理する。 

（施行の細目） 

第22条 この規程の施行について必要な事項は、委員会の議を経て総括管理者が定め

る。 

 

   附 則（平成22年３月１日規程第61号） 

 この規程は、平成22年４月１日から施行する。 

   附 則（平成24年２月29日規程第７号） 

 この規程は、平成24年３月１日から施行する。 

附 則（平成24年３月30日規程第65号） 

 この規程は、平成24年４月１日から施行する。 

   附 則（平成25年７月31日規程第86号） 

 この規程は、平成25年８月１日から施行する。 
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別表１（第２条関係） 

(1) 各研究科 

(2) 医学部附属病院 

(3) 学術情報総合センター 

(4) 都市健康・スポーツ研究センター 

(5) 人権問題研究センター 

(6) 大学教育研究センター 

(7) 都市研究プラザ 

(8) 英語教育開発センター 

(9) 新産業創生研究センター 

(10) 文化交流センター 

(11) 複合先端研究機構 

(12) 人工光合成研究センター 

(13) 健康科学イノベーションセンター 

(14) 保健管理センター 

(15) 内部監査室 

(16) 大学改革室 

(17) 法人運営本部 

(18) 大学運営本部 

(19) 医学部・附属病院運営本部 
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別表２（第６条関係） 

 部局等 個人情報保護責任者 

(1) 各研究科 

大学運営本部学務企画課長（ただし、医

学研究科及び看護学研究科においては

医学部・附属病院運営本部学務課長とす

る。） 

(2) 医学部附属病院 医学部・附属病院運営本部庶務課長 

(3) 学術情報総合センター 
大学運営本部学術情報総合センター運

営課長 

(4) 都市健康・スポーツ研究センター 大学運営本部学生支援課長 

(5) 人権問題研究センター 大学運営本部学務企画課長 

(6) 大学教育研究センター 大学運営本部学生支援課長 

(7) 都市研究プラザ 大学運営本部研究支援課長 

(8) 英語教育開発センター 大学運営本部学生支援課長 

(9) 新産業創生研究センター 大学運営本部研究支援課長 

(10) 文化交流センター 大学運営本部学務企画課長 

(11) 複合先端研究機構 大学運営本部研究支援課長 

(12) 人工光合成研究センター 大学運営本部研究支援課長 

(13) 健康科学イノベーションセンター 大学運営本部研究支援課長 

(14) 保健管理センター 法人運営本部安全衛生管理担当課長 

(15) 内部監査室 内部監査室監査課長 

(16) 大学改革室 大学改革室大学改革担当課長 

(17) 法人運営本部 

法人運営本部各課長（ただし、大学サ

ポーター事務局においては大学サポー

ター事務局長とする。） 

(18) 大学運営本部 
大学運営本部各課長（ただし、就職支援

室においては就職支援室長とする。） 

(19) 医学部・附属病院運営本部 医学部・附属病院運営本部各課長 
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